
良質な福祉サービスの提供と社会福祉法人の経営基盤の強化に向けた連携を促進するため、「社会福祉協議会や法人間の緩やかな連携」、
「合併、事業譲渡」しかなかった社会福祉法人間の連携方策に、社会福祉法人の自主性を確保しつつ、連携を強化できる新たな選択肢の一つと
して、社会福祉法人を中核とする非営利連携法人である「社会福祉連携推進法人(仮称)」を創設する。
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社会福祉連携推進法人（仮称）

【社員総会】
（連携法人に関する事項の決議）

【評議会】
（地域関係者の意見の

集約）

意見具申（社員
総会は意見を尊重）

【理事会】
（理事６名以上及び
監事２名以上）

連携法人の
業務を執行
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論点を踏まえた社会福祉連携推進法人（仮称）のイメージ

【連携法人の認定】
一般社団法人のうち、社会福祉に係る業務の連携を推進するための方針（「社会福祉連携推進方針」（仮称））の策定等、一定の基準
に適合すると認めるものを所轄庁が認定。

【社員の範囲】
社員は、社会福祉事業を行っている法人、関係自治体、その他連携業務に関する業務を行う者（社会福祉従事者養成機関等）とし、
社会福祉事業を行っている法人が２以上（うち社会福祉法人が１以上が必須）。

【業務・活動区域】 「社会福祉連携推進方針」（仮称）に盛り込んだ業務を実施。同方針には、活動区域も規定。

・ 地域共生社会の実現に資する業務の実施に向けた種別を超えた連携支援

・ 災害対応に係る連携体制の整備
・ 福祉人材不足への対応（外国人福祉人材の確保や人材育成）
・ 設備の共同購入等の社会福祉事業の経営に関する支援
・ 社員である社会福祉法人への資金の貸付等 等
※ 連携法人が社会福祉事業を行うことは不可。

【経費】 社員からの会費、業務委託費

【議決権】 １社員１議決権を有する。

【代表理事】 所轄庁の認可が必要。

【合併】 連携法人の合併は認めない。

社会福祉法人の事業展開等に関する
検討会（第４回）
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社会福祉法人A

貸付対象
社会福祉法人C

医療法人

社会福祉連携推進法人（仮称）
業務：社会福祉法人への資金の貸付等

NPO法人公益法人

貸付原資
社会福祉法人からの貸付資金については、他の資金と区分経理し、「貸
付対象社会福祉法人」への貸付以外の使用を禁止する。

連携法人への貸付が可能

連携法人からの
貸付を実施

（※）地域医療連携推進法人においても、連携法人が社員（参加法人）への貸付を行う仕組みとなっている。

社
員 社会福祉法人B

貸付原資として、社会福祉法人から連携法人への
貸付が可能

○社会福祉法人への資金の貸付等業務イメージ

「貸付対象社会福祉法人」は、
自法人の重要事項（予算、
事業計画等）を決める際に
連携法人の承認が必要。

自法人への貸付等業務に係る
議決権を保有せず

貸付を受ける社会
福祉法人毎に、当
該法人への貸付の
内容を所轄庁が認
定
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